生活保護受給者に対する包括的就労支援のあり方―中間的就労を中心に― by 山口 満帆
生活保護受給者に対する包括的就労支援のあり方
―中間的就労を中心に―
山 口　満　帆＊
要 旨
　2015年 4 月から生活困窮者自立支援法が施行された．これは，「生活保護に至っていない生活困窮者
に対する『第 2のセーフティネット』を全国に拡充し，包括的な支援体系」を創設することを目的と
している．しかし，就労支援準備事業・一時生活支援事業・家計相談支援事業・子どもの学習支援事
業の 4事業については任意事業であり，国庫負担が必須事業に比べ低く，消極的な自治体が多い．ま
た，中間的就労を同法の中に盛り込んだことで期待が高いが，受け入れ企業について，ブラック企業
の温床になるという懸念から，企業側のインセンティブが盛り込めず，受け入れ先が少ないなど，課
題が残っている．本研究では，官民含め横断的なネットワークを構築し，段階的に就労に結びつける
社会システムについて考える．
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　お わ り に
は じ め に
　日本において，近年「貧困」「格差」といった言
葉を頻繁に耳にするようになった．1990年代の長
期不況以降，日本型の雇用から非正規雇用への代
替が進み，2014年には，非正規労働者は全労働者
の37％を占めるまでになった1）．また，2008年の
リーマンショックでは，「派遣切り」が社会問題と
なり，日本にも貧困があることが顕在化したとい
える．
　「派遣切り」と同時に，生活保護受給者は年々増
加しており，2014年 7 月には216.4万人に達し，過
去最多水準を記録している2）．生活保護費は国の
みならず，自治体の財政も圧迫している．高齢化
とともに増え続ける社会保障費を抑制するため，
受給者の自立が課題として浮かび上がってきた．
　2013年 1 月25日に「生活困窮者の生活支援の在
り方に関する特別部会」の報告書では，「経済的困
窮」だけではなく「孤立」も生活困窮の課題とし
て挙げられた．ここでいう「孤立」とは何を指し
ているのか．報告書の中では「地域社会からの孤
立」とあるが，近年は地域社会のみならず友人・
家族など，様々な人間関係が希薄化する「社会的
孤立」が社会問題となっている．2010年 1 月には，
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4NHKが「無縁社会―“無縁死”3 万 2 千人の衝撃
―」を放送し，2010年新語・流行語大賞のトップ
テンにも入った．
　生活保護法の見直しと共に，「経済的困窮」「社
会的孤立」改善のために，2015年 4 月から生活困
窮者自立支援法が施行された．これは，「生活保護
に至っていない生活困窮者に対する『第 2のセー
フティネット』を全国に拡充し，包括的な支援体
系」を創設することを目的としている．
　しかし，就労支援準備事業・一時生活支援事
業・家計相談支援事業・子どもの学習支援事業の
4事業については任意事業であり，国庫負担が必
須事業に比べ低く，消極的な自治体が多い．また，
中間的就労を同法の中に盛り込んだことで期待が
高いが，受け入れ企業について，ブラック企業の
温床になるという懸念から，企業側のインセンテ
ィブが盛り込めず，受け入れ先が少ないなど，課
題が残っている．
　また，生活保護受給者は精神的に問題を抱えて
いる人が多いが，そこに対するケアは十分に行わ
れていない．精神的なケアは複雑で時間がかかり，
自治体が積極的に支援することが難しい．しかし
根本的な部分を改善しなければ，生活保護から脱
却しても再び受給する可能性もあり，自立に必要
な政策の 1つである．
　以上のことを踏まえ，官民含め横断的なネット
ワークを構築し，段階的に就労に結びつける社会
システムについて考える．
Ⅰ．現行制度のあらまし
1．生活保護制度
　現行の生活保護法は，日本国憲法第25条で規定
される理念に基づき，生活に困窮する全ての国民
に対し，その困窮の程度に応じ，必要な保護を行
い，最低限度の生活を保障するとともに，その自
立を助長することを目的としている（同法第 1
条）．生活保護の種類は，ⅰ）生活扶助，ⅱ）教育
扶助，ⅲ）住宅扶助，ⅳ）医療扶助，ⅴ）介護扶
助，ⅵ）出産扶助，ⅶ）生業扶助，ⅷ）葬祭扶助
の 8種類とされ，各扶助は，要保護者の必要に応
じ行われるものとされている．
　生活保護受給者は年々増加しており，厚生労働
省によると，2002年度には86.9万世帯，118.9万
人，2014年 7 月時点で160.8万世帯，216.4万人と
なっており，共に約1.8倍になっている．それに伴
い，生活保護費も増加しており，2002年度には 2
兆2181億円であったのに対し，2012年度は 3 兆
6028億円と1.6倍に増加している3）.
　こうした生活保護費の増加を見てみると，近年
の生活保護費の切り詰めや，不正受給に対するバ
ッシングが強まるのもわからなくはないが，一方
で，社会保障関係費のうち，生活保護費は9.2％を
占めており，決して大きいとは言えない．社会保
障に関する支出を国際的に見ると，2007年におけ
る社会支出は，OECD基準で98.8兆円であり，対
国内総生産比では，日本19.15％，アメリカ16.50
％，イギリス21.32％，ドイツ26.24％，フランス
28.75％，スウェーデン27.69％と，アメリカに次
いで支出が小さい4）.
　昨今話題となった不正受給問題について触れて
おくと，2008年における不正受給件数は 3万5368
件であり，生活保護受給世帯全体の2.4％程度であ
る5）．一方で，実際に生活保護基準以下で暮らす
人々のうち，どれだけの人が生活保護を受給して
いるのかを示す指標に「捕捉率」がある6）．日本
ではまだ正確に把握されていないが，日本弁護士
連合会の見解によると，日本では 2割程度に過ぎ
ず，残り 8割にあたる600～800万人が生活保護制
度から漏れていることになる7）．必要のない人に
支給されることを「濫給」と言い，本当に必要な
人に行き渡らないことを「漏給」と言うが， 3万
5368件の濫給問題と600～800万人の漏給問題の
数字の差は明らかである．もちろん不正受給はあ
ってはならないが，「生活保護＝不正受給」といっ
たイメージは，マスコミによって必要以上に社会
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に広められてしまったと言えよう．
　次に，より具体的に，受給者の世帯類型別世帯
数及び構成割合の推移を見てみる．2002年度には
高齢者世帯46.3％，母子世帯8.6％，傷病・障がい
者世帯36.7％，その他の世帯8.3％であったのに対
し，2014年度には，高齢者世帯47.2％，母子世帯
6.8％，傷病・障がい者世帯28.4％，その他の世帯
17.7％となっており，高齢者世帯が半数近くを占
めている8）．一方で，「その他の世帯」が 2倍以上
に急増していることが近年の特徴と言える．被保
護世帯数で見ると，「その他の世帯」は2002年度に
7.2万世帯であったのに対し，2014年度は28.3万世
帯と，約 4倍に増加している9）.
　特に，リーマンショック以降は各統計において
増加が顕著である．保護開始世帯数と保護廃止世
帯数の推移を見てみると，リーマンショック以前
においても，毎年度保護の開始世帯数が廃止世帯
数を上回ってはいたものの，その差は6500世帯程
度であった．しかし，リーマンショック以降はそ
の差が拡大し，2009年度には，保護開始世帯数と
保護廃止世帯数との差は1.3万世帯となり，約 2倍
に拡大している．
　この結果は，景気の悪化による失業者が，雇用
保険給付終了後も再就職できず，生活保護に頼る
ことになってしまっていることが考えられる．「母
子世帯」や「その他の世帯」に含まれる，稼働能
力がありながら生活保護を受給している世帯に対
して，自立を支援する取り組みの重要さがうかが
える．
　そもそも，「自立」の定義とは何なのか．社会保
障の分野において「自立」の定義は定まっておら
ず，文脈によって解釈も様々だが，以下の 2つの
引用を参考にしたい．
　社会保障審議会福祉部会に設置された「生活保
護制度の在り方に関する専門委員会」がまとめた
報告書の中では「自立支援」について以下のよう
に定義されている10）．ここでは，これまでの就労
自立支援に加え，日常生活や社会生活での自立も
支援に含まれた．
　「『自立支援』とは，社会福祉法の基本理念にあ
る『利用者が心身共に健やかに育成され，又はそ
の有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるように支援するもの』を意味し，就労に
よる経済的自立のための支援（就労自立支援）の
みならず，それぞれの被保護者の能力やその抱え
る問題等に応じ，身体や精神の健康を回復・維持
し，自分で自分の健康・生活管理を行うなど日常
生活において自立した生活を送るための支援（日
常生活自立支援）や，社会的なつながりを回復・
維持するなど社会生活における自立の支援（社会
生活自立支援）をも含むものである．」
　また湯浅誠は，東京大学先端科学技術研究セン
ター准教授である熊谷晋一郎の言葉を引用しなが
ら，「自立とは依存先が多いこと」と定義してい
る．具体例として，車椅子を利用している人が，
災害時にエレベーターでしか避難できないのに対
し，健常者はエレベーターだけでなく階段でも避
難できる．エレベーターにも階段にも依存できる
人が，いわばより多くの選択の自由を持っている．
「自立は誰にも頼らずに生きていく」という相手を
突き放すような日本的自立感では自立は難しいと
述べている11）.
　両者に共通しているのは，従来のような経済的
自立だけではなく，日常生活で社会とのつながり
を持つことも自立の条件に含まれている点である．
このことから，本論文での「自立」とは，「就労し
経済的に独立するだけではなく，日常生活で人と
つながり，寄り添いながら生活すること」と定義
する．
2．生活困窮者自立支援法
　日本の受動的なセーフティネットの綻びが見え
てきた中，新たなセーフティネットとして，生活
困窮者自立支援法が制定された．同法は，社会保
険制度・労働保険制度と生活保護制度の間に位置
する第 2のセーフティネットとして，「自立相談支
6援事業の実施，生活困窮者住居確保給付金の支
給，その他の支援事業の実施により，生活困窮者
の自立の促進を図ること」を目的とし（同法第 1
条），2015年 4 月に施行された．
　同法については，そもそもは2012年 2 月17日に
閣議決定された「社会保障・税一体改革大網」の
中に「生活困窮者と生活保護制度の見直しについ
て，総合的に取り組むための生活支援戦略」が盛
り込まれたことを契機とし，その策定のために2012
年 4 月より12回にわたり，厚生労働省社会保障審
議会が開催された．そのまとめとして，2013年 1
月25日に「生活困窮者の生活支援の在り方に関す
る特別部会」の報告書が発表された．報告書の中
では，生活困窮とは，「経済的困窮」「孤立」とい
った複合的課題を抱えた人々の存在を想定してい
た．従来の生活保護制度のような「経済的困窮」
だけではなく，「孤立」状態にある人も生活困窮に
含む，新たな支援事業となった．
　生活困窮者自立支援制度の中では，必須事業と
して，就労その他の自立に関する相談支援，事業
利用のためのプラン作成等を行う「自立相談支援
事業」，離職により住宅を失った生活困窮者等に対
し家賃相当を支給する「住居確保給付金」の 2事
業，任意事業として，就労に必要な訓練を日常生
活自立，社会生活自立段階から有期で実施する
「就労支援準備事業」，住居のない生活困窮者に対
して一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う「一
時生活支援事業」，家計に関する相談，家計管理に
関する指導，貸し付けのあっせん等を行う「家計
相談支援事業」，生活困窮者の子どもへの「学習支
援事業」の 4事業が用意されている．また，都道
府県知事等による就労訓練事業（いわゆる「中間
的就労」）の認定を行うこともこの制度に含まれ
る．
　同制度の中では，訪問支援（アウトリーチ）を
含め，生活保護に至る前の段階から早期に支援を
行うことにより，生活困窮状態からの早期自立を
支援することが可能とされている．また，自立相
談支援事業として，生活と就労に関する支援員を
配置し，ワンストップ型の相談窓口を用意するこ
とにより，相談支援機能が充実し，福祉事務所の
負担軽減と共に，社会資源の活性化，地域ネット
ワークの強化などの地域づくりを担うことが期待
されている12）.
　一方で，この制度については課題もいくつか指
摘されている．
　第 1に，同制度の対象が限定されることで，生
活保護制度から排除される生活困窮者が増える可
能性があるという点である．生活困窮者自立支援
法では，「現に経済的に困窮し，最低限度の生活を
維持することができなくなるおそれのある者」が
対象とされている（同法第 2条第 1項）．しかしこ
れは，生活保護受給者は対象とされておらず，「要
保護者以外の生活困窮者のみ」に対象が限定され
ている．生活保護の利用については，生活保護制
度の申請を行う前に相談窓口で追い払う，いわゆ
る「水際作戦」が問題となっている．そのため，
渡辺（2015）は，生活保護制度が利用可能な相談
者に対し，自治体が生活困窮者自立支援制度を利
用させることで，生活保護制度から排除されてし
まう層の存在を指摘している13）.
　第 2に，任意事業の実施については，自治体に
よって実施具合に差が生じている点である．費用
についても，就労支援準備事業・一時生活支援事
業については国庫補助 3分の2,家計相談事業・学
習支援事業については国庫補助 2分の 1と，自治
体の負担が大きく，ためらう自治体が多いという．
柱となる 4事業の2015年 4 月の実施状況（予定を
含む）を厚生労働省が調査したところ，全国の813
市・東京特別区で，就労準備は28％，衣食住の提
供は19％，家計相談は23％，子の学習支援は34％
にとどまった．全て実施する市区は 4％で，44％
は全く実施していなかった14）.
　施行から日が浅く，今後任意事業の取り組みも
増えることが予想される一方で，財政的な理由か
ら自治体の差が広がる可能性もあり，自立生活サ
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ポートセンター・もやいの稲葉剛理事は「生活保
護になる前段階で支援するという理念はよいが，
中身は貧弱」と評価している15）.
　第 3 に，中間的就労のあり方についてである．
中間的就労は，生活困窮者自立支援制度が制定さ
れる以前から，北海道釧路市などで先進的に取り
組まれており，自立支援として有効だと考えられ
る．しかし就労訓練事業所としての受け入れ先が
限られていたり，中間的就労では最低賃金が保障
されていない場合もあり，課題が多い．そのこと
については第 3章で詳しく述べる．
Ⅱ．就労支援政策の国際比較―イギリスにおける
ニューディール政策を中心に―
　日本の社会保障政策は受動的政策が多く，自立
支援に関しての支出は，国際的に比較しても小さ
く，不十分であるのはこれまで述べてきた通りで
ある．そこで欧米諸国を見てみると，「社会的包
摂」の考えのもと積極的労働政策を行ってきてい
る．
　「社会的包摂」とは，対義語である「社会的排
除」とともに，1990年代以降EUを中心に福祉国
家再編のキーワードとして使われるようになった．
とりわけ，1997年のアムステルダム条約の社会政
策協定に採用され，ガイドラインや共通目標が設
定された．「社会的排除・社会的包摂」が議論され
るようになった背景として，ワーク・ライフ・バ
ランスの欠如，家族構成の多様化，介護，非正規
雇用など，リスク構造が大きく変化したことがあ
る．
　近年では，OECD諸国でも「社会的排除・包摂」
という問題に対し，国家がそのリスクに対し積極
的に予防的措置をとることが共通して確認されて
いる．その予防的措置として各国が採用したのが，
いわゆる「ワークフェア」であり，人々の就労可
能性を促進し，就労や積極的求職活動が公的給付
の条件に加えられる場合もある．
　日本では，2011年 6 月に提出された「社会保障・
税一体改革」の中で，「格差・貧困の拡大や社会的
排除を回避し，国民 1人 1人がその能力を最大限
発揮し，積極的に社会に参加して『居場所と出番』
を持ち，社会経済を支えていくことのできる制度
を構築する」と明記され16）,「伴走型支援（パーソ
ナルサポート，ワンストップサービス等による社
会的包摂の推進）」等，日本においても政策構想に
おいて「包摂」が中心的な政策概念の 1つとして
位置づけられるようになった．
　「社会的排除・包摂」の概念は，貧困問題を考え
る時に，結果としての貧困状態だけではなく，貧
困に至るプロセスにも目を向けさせる効果がある．
貧困に至る社会的排除のプロセスは，経済的困窮
状態だけでは捉えきれない，当事者の抱える複合
的問題を個々の要素に分解して明確にし，広範囲
な分野に関わる困窮状態からの脱出のための多様
な方策の構想を可能にする．
　その分岐について，今井（2011）が，アメリカ
を代表例とするワークフェアと，スウェーデンを
代表例とするアクティヴェーションに大別してま
とめている．
　ワークフェアとは，就労規範が強く，低賃金な
ど不利な労働条件であっても就業せざるを得ない
状況を生み出す政策のことである．対照的に，ア
クティヴェーションとは，就労準備期間と就労時
の両方の支援を充実させることを重視する政策で
ある．ワークフェアとアクティヴェーションは共
通して，就労可能人口の労働市場への参入を前提
としている．しかし，ワークフェア型の参加促進
策は，供給サイドを最重要視し，需要サイドへの
介入を極力回避する傾向がある．一方で，アクテ
ィヴェーション型では，供給サイドへの介入とと
もに需要サイドへの介入を併せて重視することか
ら，両者は明確に異なる政策施行に立脚している
ということが出来る．同じ「包摂」という言葉を
用いながらも，そこで目指される社会像は政策デ
ザインの違いによって異なるものとなる17）.
8　各国が社会的包摂の政策を実施してきた中で，
本章ではイギリスのニューディール政策が注目に
値する．同政策については，藤森（2006），埋橋
（2007）にしたがって紹介する18）.
　ブレア労働政権下で1997年から2001年にかけて，
失業政策として「ニューディール政策」が行われ
た．同政策は，失業者の就職活動を強力に支援す
ると共に，職業訓練の機会を提供することを主な
内容とし，18歳から24歳の若年失業者グループ，
25歳以上の長期失業者グループ，50歳以上の失業
者グループ，一人親世帯グループ，障がい者グル
ープなどを対象に各プログラムが用意されている．
　これらのプログラムの中でも，最も力を入れて
いたのが若年雇用対策であり，プログラム費用の
45.2％（15.3億ポンド，2960億円，年平均423億
円）が投入された．
　ブレア政権が積極的雇用政策を実施した背景に
は，80年代のサッチャー改革などにより，長期失
業者が増加し，社会から排除されていたことがあ
る．長期失業者はスキルを身につけるだけの資金
が無く，スキルがないため職に就くことが出来ず，
仕事がないために低所得という悪循環が生まれて
いた．サッチャー政権ではこれを自助努力の問題
だと捉えていたのに対し，ブレア政権では，政府
の一定の関与が必要だと考え，失業手当を支給す
るよりもスキル不足を克服することで解決しよう
としていた．ニューディール政策は一定の成果を
あげており，1993年から2004年にかけて，失業率
は10.2％から4.6％に，若年失業率は17.3％から
10.9％に減少している．
　ニューディール政策の具体的内容について，最
も力が入れられていた若年失業者向けプログラム
を紹介する（表 1）．
　若年失業者向けプログラムは，18～24歳までの
失業者を対象とし，求職者手当を 6ヶ月間以上受
給しつづけると，ジョブセンタープラス（日本の
ハローワークに相当する機関）から面談の通知が
届き，その通知にしたがい当該センターで登録手
続きを行う．
　第 1段階として，「ゲートウェイ」と呼ばれる最
長 4ヶ月のプログラムに参加する．プログラムで
は，各失業者に個人アドバイザーがつき，週に 1
度程度面談を行いながら，就職活動計画を立て，
実際に就職活動を行う．
　この期間を過ぎても就職できない場合は，第 2
段階として，職業・教育訓練の機会が与えられる．
表 1　英国ニューディール政策における職業訓練の 4つの選択肢の具体的内容
⑴民間部門での就労
・雇用主から賃金を得ることができ，少なくとも，週に 1回，国家認定職業資格の取得
に結びつく職業訓練を受けられる．
・雇用主は，政府から週60ポンドの補助金を受給，また雇用主は，国家認定資格に向け
た教育訓練費用として750ポンドを一括支給．
⑵ボランティア部門での
活動
・地域のニーズに合わせて，障がい者の支援，老人や子どもの世話などを行う．
・訓練生は，賃金あるいは失業手当相当額を受給．さらに400ポンドの奨学金を受給．少
なくとも週 1回，国家認定職業資格の取得に結びつく職業訓練を受けられる．
・雇用主が参加者に賃金を与えていれば，雇用主に対して，求職者手当に週15ポンド強
を加えた助成金を付与．訓練費用として雇用主に750ポンドが一括支給．
⑶フルタイムの職業・教
育訓練
・ 1年間の教育・訓練を受け，国家認定職業資格を取得．コースは，社会人大学や民間
訓練機関など，地域の団体によって提供．
・訓練生は，求職者手当と同額の手当を受けられる．また，訓練機関の費用は国が負担．
⑷環境保護団体での就業
・地域コミュニティの環境の改善活動．荒廃した家屋の修繕や，エネルギーの節約，リ
サイクル活動などを行う．
・その他は，ボランティア部門と同様．
　出典：藤森（2006）より筆者作成．
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具体的には，⑴民間部門での就労，⑵ボランティ
ア部門での就労，⑶フルタイムの職業・教育訓練，
⑷環境保護団体での活動，の 4つの選択肢から 1
つを選び，半年間の職業訓練を受ける．これが，
いわゆる中間的就労に当たる．これらの活動は義
務であり，もしいずれも拒否したならば，失業手
当の減額・停止となる．
　企業側に対しては，若年失業者を雇った場合，
政府より助成金が支給される．具体的には，週30
時間以上働くことを条件に雇った場合は，半年間，
週60ポンド（約1.1万円）の助成金が雇用主に支給
される．また，国家認定職業資格に結びつく職業
訓練の費用として，政府から雇用主に750ポンド
（約14.2万円）が一括支給される．
　雇用主は，助成金と同額以上の賃金を支払うこ
とが義務づけられている．また，訓練生の採用に
あたっては，既存の従業員の配置を転換すること
は認められているが，解雇をしてはならないこと
が規定されている．
　これまでニューディール政策で若年・長期失業
者を訓練生として採用した雇用主は 8万人にのぼ
る．雇用先の業種をみると，卸売業，小売業，製
造業，建設業，ビジネスサービスなど様々である
が，建設業と製造業が多い．そして職種としては，
事務職，熟練肉体労働の割合が高く，各々全体の
24％を占めている．半年間の職業訓練期間を修了
すれば，雇用主は，継続雇用をするか決定する．
もし継続雇用されなかった場合には，訓練生に職
業訓練の達成状況を示す証明書と職業推薦状が与
えられる．この第 2段階を経ても就職出来ない者
には，「フォロースルー・プログラム」が用意さ
れ，「ゲートウェイ」と同様の就職活動を行う．
　イギリス政府は，若年失業者向け政策の成果を
強調している．98年から2001年10月までに72万人
が参加し，同プログラムを修了した64万人のうち，
25.7万人が助成金なしの就労に就いた．つまり修
了者全体の 4割が通常の仕事を得ている．段階別
にみると，ゲートウェイの段階で18万人と，オプ
ションの段階で 4万人，フォロースルーの段階で
4万人が就職した．
　イギリス会計検査院の報告書では，同政策が国
民所得を年間2.2～3.6億ポンド増加させるなど経
済にプラスの影響を与えたことを指摘している．
そしてこの政策が経済変化や，失業者の変化に対
応できれば，中長期的には，この効果は持続し得
ると結論付けている．
　一方で，失業者の減少はイギリス経済の好調に
よるものであって，ニューディール政策がなくて
も若年失業者は減少した，という見解もあり，同
政策の直接的な効果については議論がある．
　しかし，直接的効果について議論はあっても，
全体としてみれば同政策について肯定的な評価が
なされていると言えよう．
Ⅲ．日本の就労支援―中間的就労を中心に―
　生活困窮者自立支援法の中では，いわゆる中間
的就労が「就労訓練事業」として盛り込まれた（第
10条）．同法の中では，「就労訓練事業」について
「雇用による就業を継続して行うことが困難な生活
困窮者に対し，就労の機会を提供するとともに，
就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な
訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与す
る事業」と定められている．また，同法について
のガイドラインの中では，「一般就労（一般労働市
場における自律的な労働）と，いわゆる福祉的就
労（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律に基づく就労継続支援B型事業
等）との間に位置する就労の形態として位置づけ
られる．」と説明されている（ガイドライン 1）19）.
　一般的に「中間的就労」とは，明確な定義はな
いが，長期的に引きこもり状態にあった人や働く
ことに不安を感じる人，働くために技能修得を必
要とする人など，いわゆる今すぐ働くことが出来
ない人がボランティアやインターンシップという
形で働くことを指す．
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　中間的就労の特徴について，福田（2003）は次
のようにまとめている20）．第 1 に，実施主体が社
会福祉法人，NPO法人，営利企業等，民間の事業
者が想定されている．つまり，国や自治体が中間
的就労の場を用意するのではなく，民間事業者の
自主事業としての展開が期待されているのである．
　第 2に，中間的就労の対象者は，行政による決
定を受けた者と定められている．厳密な要件が認
定されているわけではないが，適切なアセスメン
トが行われた上で，行政によって中間的就労が必
要だと判断されることが求められる．
　第 3に，中間的就労では，雇用契約を締結する
働き方（雇用型）と，締結しない働き方（非雇用
型）の 2種類が想定されている．就労訓練事業の
中では，非雇用型の参加者の技能が上がったら支
援付き雇用型へ移行し，一般就労へ繋げることが
想定される．一般就労においては，事業主に雇わ
れる働き方をする場合には，必ず雇用契約を締結
し，事業主は労働基準法等，各種労働法制に則っ
て労働者を働かせなければならず，当然ながら，
最低賃金以上の労働対価を支払わなければならな
い．
　第 4に，中間的就労の事業者は，対象者の就労
状況を把握し，相談や指導援助を行う就労支援担
当者を配置することとされている．雇用型であっ
ても非雇用型であっても，就労に慣れていくため
の「支援」の提供が重要視されているのである．
　以上の特徴をもつ中間的就労だが，次のような
課題がある．
　第 1に，最低賃金や労働基準関係諸法令の適用
を受けない就労が，法的に認められてしまう．第
3の特徴にもあったが，中間的就労では，雇用型
の場合は「雇用型の対象者については，賃金支払
い，安全衛生，労働保険の取り扱い等についても，
他の一般労働者と同様，労働基準関係法令の適用
対象となる．賃金については最低賃金以上の賃金
の支払いが必要である」（ガイドライン6-2-1）と
されるが，非雇用型については，「非雇用型の対象
者については，労働者性がないと認められる限り
において，労働基準関係法令の対象外である．最
低賃金法の適用もない」（ガイドライン6-2-2）と
される21）.
　このような労働者の権利に関する問題に対し，
日本労働弁護団は「中間的就労に関する意見書」
を出している22）．意見書の中では，「労働関係諸法
令が適用されない就労形態が創出されることは，
労働者の権利擁護の観点から許されない」とし，
「『生活困窮者』の選定基準が明らかではない上に，
訓練等の内容や事業主体の選定基準についても明
らかにされていないため，労働関係諸法令が適用
されない就労形態が無限定に広がるおそれがある」
と指摘し，中間的就労の運用にあたっては，「労働
者にあたらないことが明らかである場合を除き，
労働関係法令の適用を認めること」を求めた．
　また，ガイドラインの中では一般企業での就労
の具体例として「清掃や運搬の補助等の軽易な業
務に従事させながら，仕事の雰囲気を体得させ，
一般就労に向けた支援を行う」（ガイドライン3-1
②）と挙げられているが，これは使用者の指揮・
監督のもとで労務を提供し，賃金が払われる点で，
労働関係諸法（労働契約法 2条，労働基準法 9条，
労働安全衛生法，最低賃金法，労働災害保険法）
で規定される「労働者」に該当すると指摘してい
る．しかし「非雇用型」に分類されれば，「訓練だ
から」といって労働者なのに労働法の保護を受け
られない働き手が生まれ，ブラック企業の温床に
なったり，貧困ビジネスに利用されたりする可能
性を懸念している．
　こうした懸念を持つ理由として，日本労働弁護
団は「外国人研修生」の問題を挙げている．「研
修」「訓練」と称して，時給300円以下といった最
低賃金以下の低賃金で労働力として利用されると
いう，悪質な事例が多数報告されたからだ．その
他にも，シルバー人材制度や障がい者自立支援法
でも，「労働者」に該当するにも関わらず，「就労」
の名目で労働関係諸法令の適用除外とされ，裁判
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にまで発展した事例に触れている．
　また，就労準備支援事業の対象となるような一
般就労が出来ない者の立場の弱さも指摘している．
一般就労が出来ない者にとっては，条件が悪くて
も就労出来るだけで魅力的に感じることがあり，
条件が悪くても我慢せざるを得ないという状況も
ある．そのため，企業によって安価な労働力を使
用するために悪用された場合に，中間的就労者が
団体行動を通じてその労働条件を改善し，安価な
労働力として利用されないようにすることはほぼ
不可能であり，企業が中間的就労を悪用するのに
何ら妨げもないことになる．
　欧州の中間的就労では，低賃金労働であっても
補完型所得補償を組み込むことで，働き手には最
低賃金を上回る一定の収入が保障される形になっ
ている23）．しかし，同法の対象者は生活保護受給
者を除く生活困窮者であるため，最低賃金を補完
する所得保障は行われていない．
　第 2に，中間的就労での勤務経験が，どの程度
一般就労に繋がるのかという指摘である．中間的
就労を受け入れる事業所への優遇措置が少なく，
①自治体との契約で優先発注が出来る場合がある，
②社会福祉法人への固定資産税などの税の軽減措
置がある，といった程度であり，営利企業にメリ
ットがほとんどないため，手を挙げる企業が少な
い．また，イギリスのニューディール政策では雇
用主に対し，補助金や訓練費用を支給していたが，
日本では事業所に対し，補助金や，指導役をつけ
なければならないことに対する指導料は出ない．
そのため，中間的就労を引き受けたり，一般就労
を受け入れたりする企業が少なく，就労訓練の出
口が足りないということになる24）.
　就労訓練事業所は都道府県によって認定される
が，2015年10月時点で191件認定されており，社会
福祉法人が約半数を占めている（図 1）．訓練内容
は，清掃・警備が最も多く，福祉サービスの補助，
事務・情報処理と続いている25）．就労訓練の対象
者のモチベーションを高め，その後の一般就労に
繋げるためには，選択肢をできるだけ多く用意し，
個人の適性に合わせた仕事とのマッチングを図る
必要がある．
Ⅳ．事 例 研 究
　本章では，具体的に中間的就労の自立支援を行
っている自治体 2つを紹介する． 1つは釧路市で
図 1　認定就労訓練事業所の認定状況（2015年10月 1 日現在）
　出典：厚生労働省HP「認定就労訓練事業所の認定状況」より引用．
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ある．釧路市では2004年から自立支援プログラム
を行っており，2013年度には18年ぶりに生活保護
受給者が減少し，当プログラムの成果だと評価さ
れた．中間的就労においては「釧路モデル」と呼
ばれるほど先進的自治体である．
　このきっかけとなったのは，釧路市の保護世帯
の増加，保護費による財政の圧迫が深刻化する中
で，厚生労働省から釧路市に対し，「生活保護受給
母子世帯自立支援モデル事業」への参加の打診で
あった．このベースとなったのは，厚生労働省の
社会保障審議会福祉部会に設置された「生活保護
制度の在り方に関する専門委員会」で2004年12月
に出された報告書である26）.
　報告書では最近の生活保護の動向として，①高
齢者世帯，母子世帯，その他世帯が増加し，保護
率が急増している，②保護世帯は，精神疾患やDV,
虐待，社会的孤立など多様な問題を抱えており，
稼働能力はあっても就労経験が少なく，それが就
労への不安を生じさせ障害となっている，③地方
自治体では生活保護を担当するケースワーカー，
その指導にあたる査察指導員が不足している，な
どの点が指摘されている．その上で，制度見直し
の基本的な視点として「利用しやすく自立しやす
い制度へ」と掲げ，生活保護制度の在り方を，「そ
の最低生活保障を行うだけではなく，生活困窮者
の自立・就労を支援する観点から見直すこと（中
略），地域社会への参加や労働市場への『再挑戦』
を可能にするための『バネ』としての働きを持た
せることが特に重要である」としている．
　以上のような国の方向性の変化があり，日本で
も中間的就労が行われるようになっていった．
　 2つ目は，東京都豊島区である．豊島区は生活
困窮者自立支援法成立後，2014年度からモデル事
業として取り組み始めた．同法の任意事業を全て
行っている数少ない自治体であり，釧路市に比べ
後発的ながらも積極的に事業に取り組んでいる．
豊島区については，保健福祉部生活福祉課にヒア
リング調査を行い27）,それに基づき支援プログラム
についての課題を明らかにする．
1．釧路市における自立支援プログラム
　釧路市は北海道東部に位置し，人口約18万人の
中核的都市である．長年，漁業，石炭採掘業，製
紙・パルプ業の 3業種が基幹産業として，釧路市
の経済を支えてきたが，次第に漁業が低迷し，2002
年には国内最後の営業炭坑が閉山するなど，地域
経済の衰退が顕著となった．それに伴い，1996年
から生活保護受給者も右肩上がりで増加し，2011
年には道内35市で最も高く，2012年度は生活保護
率が過去最高の55.1‰となり，受給者が初めて 1
万人を超えた28）.
　保護費の推移を見ると，市の一般会計総額が
2000年代に1000億円前後で推移する中で，保護費
は2003年度には100億円を超え，2010年度以降は
140億円台で推移している．一般会計総額に占める
保護費の割合は，2000年から2013年で 8％から15
％と，約 2倍になっている29）．釧路市の保護世帯
の特徴として，全保護世帯に占める母子世帯の比
率が高く，2006年度の水準ではその比率は17％に
達していた．全国水準では 7～ 8％であり， 2倍
以上の水準である30）.
　以上のような状況で，保護世帯の増加，保護費
による財政の圧迫が深刻化する中で，厚生労働省
から釧路市に対し，「生活保護受給母子世帯自立支
援モデル事業」に参加する打診があった．これが
きっかけとなり，釧路市では，2004年度から，生
活保護を受給する母子世帯を対象に，自立支援プ
ログラムをスタートし，2006年度以降，全受給世
帯に対象を拡大した．
　釧路市の自立支援プログラムは，主に①就労支
援プログラム，②就業体験プログラム，③就業体
験的ボランティアプログラム，④日常生活意欲向
上支援プログラム，⑤その他のプログラム，の 5
つに分類され，段階を踏んで自立に向かうように
なっている31）．各プログラムは，NPO法人，医療
法人など民間の事業者と連携しており，2014年で
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その数は22団体に上る32）．以下， 5つのプログラ
ムについて，正木（2014）を参考に紹介する33）.
　 1 つ目の就労支援プログラムは，就労意欲の高
い人の早期の一般就労を目指すもので，就労支援
員や福祉事務所，ハローワークなどと連携し，職
業訓練や資格取得を行う．また，インターンシッ
プへの参加による勤労習慣の回復を目指す就労移
行型プログラムなども含まれる．
　 2つ目の就業体験プログラムは，就業体験を通
じて，就労に対する意欲喚起や自信の回復を図る
ことを目的としており，主に障がい者施設と農園
で体験を行っている．
　 3つ目の就業体験的ボランティアプログラムは，
ボランティア活動を通して，社会参加や勤労意欲
を促すことを目的としており，公園管理，動物園
環境整備，介護施設・病院・障がい者作業所等で
の手伝いなどを行っている．
　 4つ目の日常生活意欲向上プログラムは，社会
的に孤立している人に対し，他の人と交流する機
会や作業をする機会を設け，規則正しい生活リズ
ムを取り戻し，社会生活の意欲を向上することを
目的としている．
　 5つ目のその他のプログラムとしては，多重債
務者やDV被害者のための支援プログラム，保護
世帯の子どもを対象とした学習指導などを行って
いる．
　以上の自立支援プログラムは，全ての被保護者
が対象となるわけではなく，傷病者，高齢者，障
がい者は基本的には支援対象から外される．支援
対象者は，就労可能な現役世代の者，長期失業者，
母子家庭の母親，軽度のうつ病者，就労を希望す
る一部の高齢者などが中心である．自立支援プロ
グラムの対象者は，各担当のケースワーカーがリ
ストアップし，その判断に基づいて決められる．
　支援対象としてリストアップされた被保護者に
対しては，案内を送り，インターンシップ，就業
体験，ボランティア，日常生活意欲喚起の各支援
プログラムについて，参加を希望するか否か，ど
のプログラムを希望するかを記入し返送してもら
う．
　プログラムへの参加希望者は，ケースワーカー
や自立生活支援員が付き添い，希望するプログラ
ムの受け入れ先の事業所の見学を行う．見学では，
事業所の規模や作業内容，自宅からの距離など，
被保護者が自分に合っていると思える事業所が選
べるよう，選択肢を複数用意するようにしている．
　一方で，自立支援プログラムの対象となりなが
らも，参加を希望しなかった者や反応がなかった
者，一度はプログラムに参加しながら挫折した者
に対しては，粘り強く，タイミングを見計らいな
がら，引き続きプログラムへの参加を呼びかけ続
けるという．支援の姿勢を示し続け，被保護者が
孤立しないようにすることが重要と考えている．
　2013年度には，この就労支援プログラムに1073
人が参加し，生活保護から脱した人は前年度比99
人増の133人となり，受給を取りやめた685人の
19.4％を占めた．また受給は継続しているものの，
プログラムを経て就労に至ったケースも最多の395
人となった．同年には保護受給者が前年度比182人
減の9853人となり，18年ぶりに生活保護率が低下
し，自立支援プログラム効果だと評価されてい
る34）．
2．豊島区における就労支援の取り組み
　次に，生活困窮者自立支援法施行後の自治体の
取り組みとして，豊島区を取り上げる35）．豊島区
では2014年から同法のモデル事業を開始し，法施
行後には 4つの任意事業全てに取り組んでいる数
少ない自治体である．
　豊島区は，人口28万人，そのうち高齢者の割合
は20.4％を占め，外国人も約2.4万人在住してい
る．豊島区の生活保護受給者・保護率は，1991年
度以降，ともに増加が続き，2009年度には全国や
東京都と同様に，雇用情勢の悪化により保護受給
者が急増した．2011年度以降も増加しているもの
の高止まり傾向である．一方，保護率は2014年度
14
で24.2‰であり，全国平均の17.0‰と比べると，
高い数値で推移している36）．保護費の推移を見る
と，区の保護費は2006年度以降増加を続けており，
2012年度決算額で163億円となっており，一般会計
の16％を占めており，負担も大きくなっている．
　豊島区の生活保護担当課において，これまでケ
ースワーカーが，保護受給者と接し，状況を把握
していく中で，金銭給付を中心に必要とされる支
援につなげ，自立の助長に取り組んできたが，受
給者の抱える問題の複雑化・多様化，急激な被保
護世帯数の増加に伴い，国の財政を圧迫すること
で，新たな社会保険制度の取り組みが不可欠とな
った．
　このような状況を踏まえ，経済的給付を中心と
する生活保護の制度から，生活保護担当課が組織
的に保護受給者の自立（経済的自立・社会生活自
立・日常生活自立）を支援する制度への転換を図
り，自立支援プログラムを推進するようになった．
　豊島区では，生活困窮者に対する就労支援事業
を，2014年度からモデル事業として開始した．生
活困窮者自立支援法施行後の2015年度以降は，必
須事業である自立相談支援事業，住居確保給付金
に加え，任意事業である就労準備支援事業，一時
生活支援事業（自立支援センター），家計相談支援
事業，子どもの学習等支援の 4つ全てに取り組ん
でいる．
　自立相談支援事業を総合窓口として，社会福祉
協議会に委託し，各事業を社会福祉協議会，民間
企業，NPO法人に委託・連携しながら行ってい
る．
　事業実施状況として，新規相談受付者数は，月
平均105件で，モデル事業時を大幅に超え，国の目
標値を大幅に上回っている．相談に来た人で支援
に申し込んだ人に対しては面談を重ね，支援員や
大学教授，弁護士等の有識者を交えた支援調整会
議の中で支援プランを決定していく．支援プラン
決定数は月平均24.1件で，これも全国，23区と比
較しても 2倍以上の数字である（表 2，表 3）．
　支援に申し込む人が56.1人に対し，支援プラン
決定数が24.1と差が生まれるのは，相談者の抱え
ている問題を把握し，最適のプランを策定するの
には時間がかかるからだという．生活保護の場合
はケースワーカーが頻繁に面談を行い，個人が抱
える事情を把握しているが，生活困窮者の場合は
相談窓口に来てから面談を重ね，信頼関係を構築
するうちに事情がわかってくるので，プランを作
成するまでに時間がかかる．
　豊島区の特徴として，自立相談支援事業を総合
窓口として，相談支援と就労支援の 2つに分けて
いることがある．これは，2014年度のモデル事業
の際に，ほとんどが就労に関する相談だったこと
から，就労の重要性を認識し，就労に特化した支
表 2　2015年度 豊島区の事業実施状況
【項目（必須事業）】 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 合計 平均
新規相談受付者数 92 108 104 124 114 112 87 741 105.9
利用申込者数 46 57 57 72 53 56 53 394 56.1
支援プラン決定数 22 17 16 22 25 39 28 169 24.1
就労決定者数 6 14 27 15 21 15 19 117 16.7
【項目（任意事業）】
就労準備事業 1 0 1 2 1 1 1 7 0.86
一時生活支援事業 11 13 8 9 13 21 11 86 12.3
家計相談支援事業 6 3 3 10 10 14 15 61 8.7
子ども支援事業 0 0 2 1 0 1 3 7 1.0
　出典：豊島区保健福祉部福祉総務課（2015）より筆者作成．
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援事業の運営を民間企業に委託している．そのた
め，就労支援に関する「自立相談支援事業」と「就
労準備支援事業」とでは内容の異なる 2つの就労
支援事業を行っている．
　「自立相談支援事業」における就労支援では，生
活保護要件に満たないが生活が苦しい人や，就労
意欲が高いが病気や子育てにより就労が難しい人
などが多い．そのような人たちは，ハローワーク
の中心求人である正規雇用のフルタイム労働では
働くことが難しい．
　そこで豊島区は，自立相談支援事業の就労支援
をヒューマンタッチ株式会社37）（以下，ヒューマン
タッチという．）に委託し，独自の求人開拓を行っ
ている．相談者にカウンセリングを行う中で，相
談者の条件を明確にし，それに見合う仕事がない
場合には，ヒューマンタッチが自社で保有する求
人案件から条件緩和交渉を行い，個別に求人開拓
を行う．また，相談者に対しては，応募書類の作
成指導，マナー教育，模擬面接などを行ったり，
精神的なフォローをしたり，技術面だけではなく
精神面でもサポートをし，寄り添う．また仕事が
決定し働き始めた後も，その仕事に定着できるよ
う相談に乗る．
　仕事が決まった後も定着するまでの支援は重要
であり，実際に働き始めた人の中には，お昼休み
の過ごし方がわからないといった相談も寄せられ
ている．当事者にしかわからない不安は，私たち
からは想像できないようなものもあり，人により
多種多様である．それらに耳を傾けることで，仕
事の定着につながる．
　例えば，外国人Aさんの場合は，宗教や文化に
よる絶対条件があり，加えて家庭の事情もあった
ため，自宅近隣の職場を希望していた．ヒューマ
ンタッチは，外国人就労実績企業を中心に求人開
拓を行った．まずは早期収入確保のため軽業務に
就職し，その後も安定的な収入が望める企業への
求人開拓を継続した．その結果，自宅から近くの
職場で正規雇用となった．
　就労支援員（ヒューマンタッチ職員）は面接に
も同行し，就業条件で相違がないかを確認し，就
労開始後も企業へ訪問し職場環境，人間関係，業
務内容といった状況を把握しつつ定着支援を行い，
問題がなければ就労支援集結となる．また，開拓
時に採用担当者へ支援者の人物紹介，条件の交渉
を同時に行うことで求人主の理解も得やすいとい
う．
　次に，任意事業である「就労準備支援事業」の
取り組みについて紹介しよう．豊島区では当事業
について，NPO法人インクルージョンセンター東
京オレンヂ（以下，東京オレンヂという．）に委託
表 3　他自治体との支援状況比較（月間平均）
・新規相談者数
目標値 20 人口10万人あたり
豊島区 37.9 189％
23区 16.9 85％
全国 14.1 71％
・新規プラン作成者数
目標値 10 人口10万人あたり
豊島区  8.6 86％
23区  3.8 38％
全国  3.4 34％
・新規就労支援対象者数
目標値 6 人口10万人あたり
豊島区 7.8 130％
23区 2.9 48％
全国 1.7 28％
　出典：豊島区保健福祉部福祉総務課（2015）より筆者作成．
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している．東京オレンヂは，2011年に特定非営利
活動法人として設立し，生活困窮者や高齢者に対
し，就労支援，居住支援，生活支援，学習支援等，
生活環境の向上や当事者の自立を支援する事業を
通じ，ソーシャルインクルージョンの増進に寄与
することを目的としている38）．就労準備支援事業
の対象は主にニートや引きこもりとしており，こ
れまで若者層を中心に 7人がこの支援プログラム
に参加している．
　東京オレンヂが行う支援は，本人の状態像に応
じた多様で柔軟な支援メニューをオーダーメイド
出来るという特徴があり，「勇気付け」をすること
で，自信回復，自己肯定感，自己有用感を醸成し
ていく．手法としては，「わくわく感」「責任感」
「連帯感」「短期間」の 4つを各プログラムの中に
プロデュースすることで，自発的な好奇心，創意
工夫，コミュニケーション，集中力を誘発する．
　具体的な支援内容は，①就労体験，②地域参加，
③セミナー，の 3つがある．就労体験では，公共
施設敷地内の除草作業，東京芸術劇場内の清掃業
務，介護施設で，無償のボランティアとして半日
から 1日見学・体験を行う．地域参加では，豊島
区の伝統工芸である「すすきみみずく」保存のた
めに，すすきの皮むき作業が行われた．セミナー
では，参加者がゲームをしながらコミュニケーシ
ョンの楽しさ，歯痒さを体験し，コミュニケーシ
ョンをとる訓練をする．
　これらの作業参加者の感想に共通しているのが，
行く前や作業をし始めたばかりの頃はめんどくさ
い，やりたくないといった気持ちを持っていても，
仕事をするうちに，コツをつかみ工夫をしたり，
体を動かすことで普段は感じることがないやりが
いを感じるようになったり，何かしらの達成感を
得ている点であるという．また，作業を通じ，自
分は外で体を動かす仕事が好きなのか，単純作業
を繰り返す仕事は向いていないのか，などの自己
理解と自己肯定が進み，今後の展望に繋がってい
くことが期待されている．
　受け入れ先にも支援制度を理解してもらってお
り，複数回にわたり体験者を受け入れ，その人の
真剣な様子からアルバイト採用の誘いがかかるケ
ースもあった．
　就労準備支援事業については，自立相談支援事
業への申込者数が394人なのに対し，7人の参加に
留まっている．この理由として以下の場合が考え
られている．第 1に，対象にはニートや引きこも
りが多く，自発的に窓口に相談に来るほど社会と
のつながりが持てていない場合である．第 2 に，
対象者が親の支援を受け経済的困窮の状況ではな
い場合である．就労準備支援事業の相談者の共通
点として，年金受給中の親と同居している人で，
かつ持ち家であるというケースが複数見受けられ
る．今後は，自ら助けを求められない（もしくは，
求めない）「声なき声」を地域で聴き取り，地域で
支え，地域から行政へつなぐまちづくりをどのよ
うに形成するかが課題となる．
Ⅴ．結　　　論
　中間的就労について，現在は生活困窮者自立支
援制度の事業となっており，一部自治体以外では，
基本的に生活保護制度では行われていない．しか
し，生活保護受給者にも中間的就労を行う必要が
あると考える．最後に，今後中間的就労の抱える
課題を克服し，制度として広く実施していくため
に以下の 4点を提言する．
　第 1に，生活困窮者自立支援法により生活保護
制度から排除される人が出ないよう工夫が必要で
ある．生活困窮者自立支援法で，生活保護になる
前に困窮を食い止めるといった目的や，対象者を
経済的困窮に限らずに，社会的に孤立している人
などにも広げたことは評価できる．しかし，生活
保護受給者は対象となっていないため，生活保護
制度から排除される人が増加する危険も忘れては
ならない．自治体によっては，生活困窮者自立支
援制度を理由に「水際作戦」を行うことも考えら
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れる．それを防止するため，生活困窮の相談者か
ら何人が生活保護を受けることになったのかとい
うデータを公表する必要があると考える．これは，
生活保護制度からの排除を防止するだけではなく，
生活保護の要件を満たしながら利用せずに生活し
ている人々や捕捉率の把握にもつながり，日本に
おける貧困の現状を明らかにすることができる．
　第 2に，自治体のあり方として，生活保護と生
活困窮者の自立支援を分離して行っている場合で
も，連携して支援を行うことが望まれる．豊島区
ヒアリングでは，生活保護制度と生活困窮支援制
度の就労支援を分けていることについて，生活保
護受給者と生活困窮者とを同じ就労支援の枠組み
に当てはめても上手くいかない，と述べていた．
生活困窮者と生活保護受給者の自立支援を一括し
て行う場合，自力で働き収入を得ようとしている
生活困窮者が生活保護受給者を見ると，働かなく
てもどうにか生活できると思い，自立意欲を削い
でしまうという危惧がある．
　しかしその一方で，生活保護の自立支援では，
就労意欲喚起事業の中で農園体験やボランティア
活動を行っており，重複する活動がある．受け入
れ先については，生活保護担当の生活福祉課と生
活困窮担当の福祉総務課がそれぞれ開拓しており，
その受け入れ先については共有していない．支援
対象者が数ある選択肢の中から，自分の適性に合
った仕事を見つけるためには，生活保護と生活困
窮に限らず，障がい者や高齢者の担当課など，幅
広い横の連携が不可欠である．
　第 3に，個人の事情や適性に合った支援プラン
の必要性である．豊島区では相談に対し，支援調
整会議で有識者を含め支援プランの検討を行い，
相談者にオーダーメイドに近い形で支援を行って
いる．このようなオーダーメイドの支援プランの
策定は，生活保護受給者にも同様に行うことは難
しい．豊島区における生活困窮者自立支援事業の
利用申込者は月平均56.1人なのに対し，生活保護
受給者は7100人であり，対象人数に大きな違いが
ある．全国的にも，受給者の増加と共に，受給者
の相談を聞いたり生活状況を確認するケースワー
カーの不足は深刻である．厚生労働省は，都市部
ではケースワーカー 1人に対して80世帯，郡部で
はケースワーカー 1人に対して65世帯と配置基準
を定めているが，実際は 1人あたり120世帯担当し
ている地域もある39）．このような状況で， 1人 1
人にオーダーメイドの支援を行うのは不可能であ
る．
　対象者が多い生活保護の場合でも，オーダーメ
イドに近い就労支援を行うためには，モデルケー
スを積み重ね，支援プランをある程度類型化して
ストックすることが有効だと考える．生活保護受
給者の抱える問題は多様であるが，世帯構成，就
労歴，精神・身体的健康状態，障がいの有無など
の要素を段階別に分類・抽出し，それに基づき支
援プランを作成することで，ある程度の類型化が
可能になる．
　中間的就労の取り組みはまだ始まったばかりで
あり，各自治体が模索している段階である．今後，
相談者や支援プランを類型化できれば，それを生
活保護受給者にも適用し，個人の抱える状況に合
わせた支援が出来るようになる．そのためにも，
今後各自治体が積極的に支援プランを策定し，自
治体同士で共有する機会が重要となる．
　第 4に，中間的就労の選択肢が豊富なオーダー
メイドの支援プランのためにも，認定事業所の増
加が不可欠である． 3章でも述べた通り営利企業
のメリットが少なく，認定事業所として手を挙げ
ていない．
　現状を改善するためには，まず，補助金や指導
料など，雇用主に対しての金銭的な支援が必要だ
ろう．訓練の対象者は体調面や精神面で不安を抱
えている場合が多く，企業にとっても不安定要素
を抱えることになる．イギリスのニューディール
政策では，企業に対し訓練費用や補助金が支払わ
れている．また労働者の権利保護の対策も，助成
金以上の賃金を払うことを義務づけていたり，既
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存の従業員の解雇を禁止するなど，法律で規制し
ている．これらを参考に日本でも，貧困ビジネス
にならないよう法整備を進めながら，企業側への
金銭的支援を拡大することが必要である．
お わ り に
　本研究では，生活困窮者自立支援法施行から 1
年しか経っていない中で，豊島区の具体的支援内
容や課題を分析したことで，有効的な就労支援事
業の発見や，自治体内の横の連携の必要性などを
明らかにすることができたと考える．最後に，本
研究の課題を挙げたい．
　第 1に，就労支援事業や中間的就労については
自治体によって取り組みに差があり，事業内容に
ついても自治体に委ねられているためにそれぞれ
異なる特色を持っている．本研究では，釧路市と
豊島区について分析を行ったが，全体像を把握す
るためには不十分である．
　第 2 に，就労支援により経済的に自立しても，
就職先は非正規雇用が多く，その後も継続して安
定した収入を得られているかの分析がなされてい
ない．
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